
 
 

 
 
 
 
 
 

吸収分割に係る事前開示書類 
 

 
 
 
 
 
 
 
 
 

2022 年 9 月 14 日 
 

昭和電工株式会社 
 

昭和電工マテリアルズ株式会社  



2 

2022 年 9 月 14 日 
 

吸収分割に係る事前開示書類 
（吸収分割承継会社：会社法第 794 条第 1 項及び会社法施行規則第 192 条に基づく開示事項 

 吸収分割会社：会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 183 条に基づく開示事項） 
 

 東京都港区芝大門一丁目 13 番 9 号 
 昭和電工株式会社  
 代表取締役社長 髙橋 秀仁 
 
 東京都千代田区丸の内一丁目 9 番 2 号 
 昭和電工マテリアルズ株式会社  
    取締役社長   髙橋 秀仁 
 

昭和電工株式会社（以下「甲」といいます。）及び昭和電工マテリアルズ株式会社（以下

「乙」といいます。）は、2022 年 8 月 4 日付で吸収分割契約書を締結し、効力発生日を 2023
年 1 月 1 日として、甲におけるグループ経営管理を除く全ての事業（当該吸収分割契約書

の締結日時点において営む事業及び同日以前において営んでいた事業を含みます。）に関し

て有する権利義務を乙に承継させる吸収分割（以下「本吸収分割」といいます。）を行うこ

とにいたしました。 
本吸収分割に関する会社法第 782 条第 1 項及び会社法施行規則第 183 条並びに会社法第

794 条第 1 項及び会社法施行規則第 192 条に基づく開示事項は、以下のとおりです。 
 
1. 吸収分割契約の内容 

 
別紙 1 に記載のとおりです。 

 
 
2. 分割対価の相当性に関する事項 

 
乙は、本吸収分割に際して、甲に対し、乙の普通株式 4 株を交付します。 
 
甲及び乙は、両社の財産及び事業の状況、本吸収分割の効力発生時点において乙が甲

の完全子会社であること、その他諸般の事情を総合的に考慮し、協議・検討を行った結

果、上記の事項が相当なものであるとして合意しました。 
本吸収分割に伴い増加する乙の資本金、資本準備金及び利益準備金の額については、

本吸収分割後の資本政策にかんがみ、会社計算規則及び公正な会計基準に従って配分

する方針です。 
 
 
3. 会社法第 758 条 8 号に関する事項 

 
該当事項はありません。 

 
4. 本吸収分割に際して吸収分割会社の新株予約権者に交付する新株予約権に関する事項

についての定めの相当性に関する事項 

 
該当事項はありません。 
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5. 吸収分割承継会社についての次に掲げる事項 

 
(1) 吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 
別紙 2 に記載のとおりです。 

 
(2) 吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等

の内容 
 

該当事項はありません。 
 

(3) 吸収分割承継会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務

の負担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
 

i. 吸収合併契約及び吸収分割契約の締結 

乙は、2022 年 8 月 4 日付で、HC ホールディングス株式会社（以下「HCHD」と

いいます。）との間で、HCHD を吸収合併消滅会社、乙を吸収合併存続会社とし、

効力発生日を 2023 年 1 月 1 日とする吸収合併（以下「本吸収合併」といいます。）

に係る吸収合併契約を締結しました。 

甲及び乙は、2022 年 8 月 4 日付で、乙を吸収分割会社、甲を吸収分割承継会社

とし、本吸収合併及び本吸収分割の効力発生を条件として 2023 年 1 月 1 日に効力

が発生する吸収分割に係る吸収分割契約を締結しました。 

ii. 甲からの借入 

乙は、2022 年 2 月 10 日付で、甲との間で、甲を貸付人とし、乙を借入人とする

極度貸付基本契約書を締結し、乙は、甲から 23,500 百万円を借り入れました。 

iii. 社債の償還 

乙は、2022 年 3 月 1 日付で、乙が発行した第 9 回無担保社債 10,000 百万円を満

期償還しました。 

 
 
6. 吸収分割会社についての次に掲げる事項 

 
(1) 吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等 

 
別紙 3 に記載のとおりです。 

 
(2) 吸収分割会社の最終事業年度の末日後の日を臨時決算日とする臨時計算書類等の内

容 
 

該当事項はありません。 
 

(3) 吸収分割会社の最終事業年度の末日後に生じた重要な財産の処分、重大な債務の負

担その他の会社財産の状況に重要な影響を与える事象の内容 
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i. 吸収分割契約の締結 

甲は、2022 年 8 月 4 日付で、信州昭和株式会社との間で、甲を吸収分割会

社、信州昭和株式会社を吸収分割承継会社とし、2023 年 1 月 1 日に効力が発生

する吸収分割に係る吸収分割契約を締結しました。 

また、甲及び乙は、2022 年 8 月 4 日付で、乙を吸収分割会社、甲を吸収分割

承継会社とし、本吸収合併及び本吸収分割の効力発生を条件として 2023 年 1 月

1 日に効力が発生する吸収分割に係る吸収分割契約を締結しました。 

ii. HCHD に対する貸付 

甲は、2022 年 3 月 24 日付で、甲の子会社である HCHD との間で、甲を貸付人

とし、HCHD を借入人とする極度貸付基本契約書を締結し、甲は、HCHD に対し

て 205,600 百万円を貸し付けました。 

iii. 乙に対する貸付 

甲は、2022 年 2 月 10 日付で、乙との間で、甲を貸付人とし、乙を借入人とする

極度貸付基本契約書を締結し、甲は、乙に対して 23,500 百万円を貸し付けました。 

 

iv. 株式の取得 

甲は、HCHD 並びに株式会社みずほ銀行及び株式会社日本政策投資銀行との間

で、2022 年 5 月 26 日付優先株式投資契約変更契約書を締結し、2022 年 6 月 1 日

付で株式会社みずほ銀行及び株式会社日本政策投資銀行から、甲の子会社である

HCHD の A 種優先株式 275,000,000,000 株を 275,000 百万円で譲り受けました。 

 
 
7. 吸収分割が効力を生ずる日以後における債務の履行の見込みに関する事項 

 
(1) 甲の債務の履行の見込みについて 

 
甲の 2021 年 12 月 31 日現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞれ

1,211,549 百万円及び 754,460 百万円です。 
甲において、上記の日から本書面作成日現在に至るまで、上記 6 で記載した事項以

外に資産及び負債の額に大きな変動をもたらす事象は生じておらず、本吸収分割の

効力発生日に至るまで、資産及び負債の額に大きな変動をもたらす事象は生じない

見込みであるため、上記 6 で記載した事項を考慮しても、甲においては、本吸収分割

の効力発生日以後も資産の額が負債の額を上回ることが見込まれています。 
また、本吸収分割の効力発生日以後において、甲が負担すべき債務の履行に支障を

及ぼす事象の発生は現在のところ予想されておりません。 
以上を踏まえ、効力発生日以後における甲の債務の履行の見込みがあるものと判

断いたしました。 
 

(2) 乙の債務の履行の見込みについて 
 
乙の 2021 年 12 月 31 日現在の貸借対照表における資産及び負債の額は、それぞれ

422,499 百万円及び 145,486 百万円です。 
乙において、上記の日から本書面作成日現在に至るまで、上記 5 で記載した事項以

外に資産及び負債の額に大きな変動をもたらす事象は生じておらず、本吸収分割の



5 

効力発生日に至るまで、資産及び負債の額に大きな変動をもたらす事象は生じない

見込みであるため、上記 5 で記載した事項を考慮しても、乙においては、本吸収分割

の効力発生日以後も資産の額が負債の額を上回ることが見込まれています。 
また、本吸収分割の効力発生日以後において、乙が負担すべき債務の履行に支障を

及ぼす事象の発生は現在のところ予想されておりません。 
以上を踏まえ、効力発生日以後における乙の債務の履行の見込みがあるものと判

断いたしました。 
 

以上 
 
  



別紙1（吸収分割契約書）













 

別紙 2（吸収分割承継会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容） 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
  



 

 
 

 
 
 



 

別紙 3（吸収分割会社の最終事業年度に係る計算書類等の内容） 
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